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令 和 ５ 年 第 ２ 回 定 例 会 

令和５年度補正予算（案）の概要 

 第２回定例会では、電力・ガス・食料品等の価格高騰に対する支援とし

て、国において増額・強化された新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金などを活用し、市民の消費の下支えを図る「おたるプレミアム付商

品券事業費」、小・中学校の給食費４か月分を支援する「学校給食費保護者

負担軽減事業費」のほか、貨物、公共交通、公衆浴場、クリーニング業など

の各事業者への支援金に加え、街路防犯灯の維持管理団体に対し、電気料金

の一部を支援する「街路防犯灯維持費支援金給付事業費」などを計上しまし

た。また、旧北海製罐株式会社小樽工場第３倉庫の保全・活用に向けた社会

実験を行うために必要となる消防設備などの改修や、朝里中学校の校舎及び

屋内運動場トイレの洋式化等改修に必要な工事費などを計上しました。 

【補正予算の主な内容】 

 一般会計

◇ 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援関連予算 

≪「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」活用事業≫ 

公共交通事業者等支援事業費 ２，４５５万３千円 

燃料費などの価格高騰の影響を受けている公共交通事業者等に対する支援 

会  計  名 補正予算額 

一 般 会 計 ７億９，６２２万３千円 

後期高齢者医療事業特別会計 ９９万３千円 

病 院 事 業 会 計 ７００万円 

合 計 ８億４２１万６千円 

対象事業者 
市内に本社又は営業所を置く、路線バス、貸切バス、 

法人・個人タクシー事業者 

支 援 金 額 
基本額 法人 20万円、個人事業主 10 万円 

加算額 バス５万円/台、タクシー１万円/台 

事 業 者 数 法人 14、個人事業主 82 

申 請 期 間 令和５年７月 10日～24日 

支 給 予 定 令和５年７月下旬 
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障害福祉施設電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援事業費 

１，５６６万５千円 

電気料金や燃料費などの価格高騰の影響を受けている障害福祉施設に 

対する支援 

介護保険施設電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援事業費 

４，１７１万８千円 

電気料金や燃料費などの価格高騰の影響を受けている介護保険施設に 

対する支援 

支 給 要 件 

・市内に障害福祉施設を設置し、令和５年４月１日時点で 

法令に基づく指定・認可・届出・登録があること 

・令和６年３月 31 日までに廃止又は休止の予定がないこと 

・令和５年１月～３月にサービス等の利用者がいること 

支 援 金 額 

①居宅系施設 50,000 円/施設

②通所系施設 5,000 円/定員

③入所系施設 10,000 円/定員

事 業 者 数 ①29 施設、②1,276 人、③768 人

申 請 期 間 令和５年７月下旬～８月末 

支 給 予 定 令和５年８月中旬 

支 給 要 件 

・市内に介護保険施設を設置し、令和５年４月１日時点で 

法令に基づく指定・認可・届出・登録があること 

・令和６年３月 31 日までに廃止又は休止の予定がないこと 

・令和５年１月～３月にサービス等の利用者がいること 

支 援 金 額 

①居宅系施設 50,000 円/施設

②通所系施設 5,000 円/定員

③入所系施設 10,000 円/定員

事 業 者 数 ①111 施設、②1,269 人、③2,941 人

申 請 期 間 令和５年７月下旬～８月末 

支 給 予 定 令和５年８月中旬 
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保育施設等物価高騰対策支援事業費 １，３２０万円 

電気料金や燃料費などの価格高騰の影響を受けている民間保育施設等に 

対する支援 

公衆浴場・クリーニング業支援金給付事業費 １，５３０万６千円 

電気料金や燃料費などの価格高騰の影響を受けている公衆浴場のうち物価 

統制令によって入浴料金が統制されている普通浴場及びクリーニング事業者 

に対する支援 

【公衆浴場】 

【クリーニング業】 

対象事業者 令和５年７月１日現在、市内で運営している民間保育施設等 

支 援 金 額 

①定員（ ～40 名） 100,000 円/施設

②定員（41～50 名） 225,000 円/施設

③定員（51～60 名） 350,000 円/施設

④定員（61～70 名） 475,000 円/施設

⑤定員（71～80 名） 600,000 円/施設

⑥定員（81 名～ ） 725,000 円/施設

⑦認可外保育所  50,000 円/施設 

事 業 者 数 
①７施設、②３施設、③７施設、④２施設、⑤４施設、

⑥７施設、⑦18施設

申 請 期 間 令和５年７月上旬～下旬 

支 給 予 定 令和５年７月下旬 

対象事業者 市内に所在する一般公衆浴場 

支 援 金 額 

令和３年度入浴料収入額により区分 

①500 万円未満 30 万円/施設

②500 万円以上 1,000 万円未満 60 万円/施設

③1,000 万円以上 90 万円/施設

事 業 者 数 ①１施設、②３施設、③１施設

申 請 期 間 令和５年７月末～８月末 

支 給 予 定 令和５年９月末 

対象事業者 市内に所在するクリーニング事業者 

支 援 金 額 

①個人事業主 30 万円/施設

②法人（従事者 100 人未満） 60 万円/施設

③法人（従事者 100 人以上） 90 万円/施設

事 業 者 数 ①７施設、②14施設、③２施設

申 請 期 間 令和５年７月末～８月末 

支 給 予 定 令和５年９月末 
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医療機関エネルギー価格高騰支援金給付事業費 ５，３０７万円

電気料金や燃料費などの価格高騰の影響を受けている医療機関に対する支援 

一般廃棄物収集運搬事業者等支援金給付事業費 ７１０万円

燃料費などの価格高騰の影響を受けている一般廃棄物収集運搬事業者等に 

対する支援 

おたるプレミアム付商品券事業費  ２億７，２６０万円

電気・ガス・食料品等の価格高騰の影響を受けている市民生活を支援 

   するため、プレミアム付商品券を販売 

支 給 要 件 
市内に所在する①～④の医療機関 

①病院、②有床診療所、③無床診療所（歯科含む）、④薬局

支 援 金 額 
①12,000 円/床、②20万円/施設、③10万円/施設、

④５万円/施設

事 業 者 数 ①2,835 床、②12 施設、③128 施設、④76 施設

申 請 期 間 令和５年７月末～８月末 

支 給 予 定 令和５年９月末 

対象事業者 

令和５年４月１日時点で市内に本社があり、一般廃棄物収集

運搬業等を営み、次のいずれかに該当する事業者 

①市から一般廃棄物収集運搬業の許可又は再生利用業の指定

を受けた者

②小樽市一般廃棄物処理基本計画に基づき、家庭から排出

されるごみの収集運搬を行う者

③市の資源回収業者として登録を行い、現に資源回収を

行っている者

支 援 金 額 
１事業者当たり、令和５年４月１日時点の業務の用に供する

車両２台目まで１台５万円（３台目以降は１台３万円） 

事 業 者 数 19 事業者 

申 請 期 間 令和５年７月上旬～８月末 

支 給 予 定 令和５年８月 

額 面 13,000 円（販売額 10,000 円） 

発 行 枚 数 70,000 冊 

発 行 主 体 市及び経済団体により組織する実行委員会 

使 用 期 間 令和５年 11 月１日～12月 31 日 
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貨物自動車運送事業者支援事業費  ３，４００万円

燃料費などの価格高騰の影響を受けている貨物自動車運送事業者に 

対する支援 

街路防犯灯維持費支援金給付事業費  １，７７４万円

電気料金の価格高騰の影響を受けている街路防犯灯の維持管理団体に 

対する支援 

学校給食費保護者負担軽減事業費    ７，５８６万４千円

子育て世帯の生活を支援する取組として、小・中学校の給食費４か月分を 

支援 

支 給 要 件 

令和５年７月１日現在、市内に本社又は営業所を持ち、 

トラック運送事業（一般貨物自動車運送事業又は貨物 

軽自動車運送事業）を営む者 

支 援 金 額 
一般貨物自動車運送事業者 30 万円 

貨物軽自動車運送事業者 １台当たり５万円 (上限 30 万円) 

事業者数・台数 一般貨物 100 社、貨物軽 60 台 

申 請 期 間 令和５年７月上旬～８月末 

支 給 予 定 令和５年８月 

対象団体 既存の街路防犯灯維持費補助金の対象となる団体 

支 援 金 額 

令和４年度年間電気料金により区分 

①210 万円以上 240 万円未満 80 万円/団体

②180 万円以上 210 万円未満 70 万円/団体

③150 万円以上 180 万円未満 59 万円/団体

④120 万円以上 150 万円未満 48 万円/団体

⑤90 万円以上 120 万円未満  38 万円/団体 

⑥60 万円以上 90 万円未満   26 万円/団体 

⑦30 万円以上 60 万円未満   16 万円/団体 

⑧20 万円以上 30 万円未満    ９万円/団体 

⑨10 万円以上 20 万円未満  ５万円/団体 

⑩５万円以上 10万円未満  ２万円/団体 

⑪１万円以上５万円未満 １万円/団体 

団体数 200 団体 

申 請 期 間 令和５年７月～８月 

支 給 予 定 令和５年８月 
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◇ 新型コロナウイルス感染症対策関連予算 

≪「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」活用事業≫ 

感染症対策改修整備等事業費補助金 ３６０万円 

民間保育施設等に新型コロナウイルス感染症等の感染対策のための改修 

整備等に対する経費を補助 

◇ その他の補正予算 

ＰＣＢ廃棄物処理関係経費 ３，９１９万２千円 

市民会館の敷地内外灯に使用されていた水銀灯安定器のほか、 

総合博物館の展示車両に使用されていた変圧器等を処分 

・市民会館分         79 万 6 千円 

・総合博物館分     3,839 万 6 千円 

旧第３倉庫保全・活用経費 １，８７２万４千円 

旧北海製罐株式会社小樽工場第３倉庫で実施する本格的活用に向けた 

社会実験に必要な消防設備などの改修工事（15,524 千円） 

ＮＰＯ法人が雇用する地域おこし協力隊員の活動マネジメント等を 

同法人に委託（3,200 千円） 

地域魅力発信事業費 ３３０万円 

ＦＭノースウェーブと包括連携協定を締結し、札幌圏をターゲットに 

本市の魅力を発信 

実施予定：朝の番組での魅力発信コーナー 

市内での公開生放送 

イベントの告知等 

税等過誤納金還付金   ２，５００万円 

（当初）4,900 万円→（補正後）7,400 万円 

市税の過誤納金還付金の支出見込額の増 

個人番号カード交付事業費 ４８３万１千円 

（当初）3,554 万 1 千円→（補正後）4,037 万 2千円 

マイナポイントの申込期限延長に伴う手続支援に係る経費の増 

（令和５年５月末→９月末） 

顕誠塔補修費補助金  ３５０万円 

   顕誠塔の経年劣化に伴う大規模補修に当たり、補修費用の一部を 

維持管理を行う小樽顕誠会に補助（補助率 1/2） 
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民間保育施設等整備支援事業費補助金（ゆりかご保育園・小樽幼稚園） 

３，３４７万２千円        

（当初）1 億9,233 万円→（補正後）2億 2,580万 2千円 

国の補助基準の変更に伴う補助対象事業費の増 

・ゆりかご保育園    3,016 万 4 千円 

・小樽幼稚園       330 万 8 千円 

さくら学園管理代行業務費等（現年度追加分） ３５万円

さくら学園の送迎用に運行しているバスに置き去り防止のための 

安全装置を設置 

こども発達支援センター管理経費 １４万１千円 

（当初）181 万 1 千円→（補正後）195 万 2 千円 

こども発達支援センターの送迎用に運行しているバスに置き去り 

防止のための安全装置を設置 

生活保護システム改修事業費   ２５０万６千円 

令和５年 10 月からの生活保護基準の見直し等に伴い、生活保護 

システムを改修 

各種予防接種費 ７５６万１千円 

（当初）2億 2,200 万円→（補正後）2億 2,956 万 1 千円 

子どもの子宮頸がん予防ワクチンの定期接種に９価ワクチンが 

追加されたことに伴う経費の増 

未熟児養育医療事業費 ４５０万円 

（当初）600 万 3 千円→（補正後）1,050 万 3千円 

入院医療費の支出見込額の増 

清掃事業所消火設備改修事業費 １００万円 

清掃事業所内の消火設備（呼水槽）を改修 

旧廃棄物処理場維持管理経費 ４００万円 

（当初）1,096 万 6 千円→（補正後）1,496 万 6千円 

埋立地から流出する汚水を処理施設に送水するポンプ及び施設内の 

シャッター修繕 

勤労青少年ホーム施設維持補修費（暖房設備改修事業費） ９７０万２千円

勤労青少年ホームの既設ボイラーの故障に伴う暖房設備の改修 

トイレ改修事業費（朝里中）  ６，０００万円 

朝里中学校校舎及び屋内運動場トイレの洋式化等改修 
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子ども読書支援事業費 ２００万円 

図書館の書架、展示架並びにスクール・ライブラリー便の図書 

及び本館児童図書を整備 

【債務負担】 

○観光客動態調査事業費 △１６６万１千円        

（債務負担６年度 520 万 3千円） 

（当初）660 万円→（補正後）493 万 9千円 

入札不調に伴う２か年事業への変更（当該年度に係る事業費を一部 

減額し、債務負担行為を設定） 

【債務負担（変更）】 

○ごみ収集車購入経費 ― 

（当初）1,656 万円→（補正後）1,918 万 7 千円（令和６年度債務負担） 

物価高騰や購入予定車両のモデルチェンジの影響に伴う購入経費の 

   見込増による債務負担額変更 

【そ の 他】 

［積 立 金］寄附に伴う積立金 ３６８万９千円 

教育振興資金基金ほか 4件 

◆ 特別会計 

◇ 後期高齢者医療事業特別会計 

広域連合関係事務経費   ９９万３千円 

国から広域連合に対し依頼のあった「マイナンバーカードと保険証の 

一体化に係るリーフレット」を被保険者証送付時に同封 

◆ 企業会計 

  ◇ 病院事業会計 

［積 立 金］寄附に伴う積立金  ７００万円 

病院事業資金基金 




